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勤務時間の適正化に向けた業務改善は、 管理職研修などでも課題と されてきたが、 多く は校長のリーダーシップや、 組
織活性化に向けた取組を重視する内容であった。 しかし学校において、 校長の指示や判断のもと、 実質的に業務の指揮や
指導に携わるのは教頭である。 そこで本研究は、 組織の要と して校務の集中する教頭について、 自身の業務改善の取り組
み事例や、 教職員への指導支援の在り方などを調査した。 いずれの教頭も、 会議のルール化による会議時間の効率化や、
事務量の削減や教職員間の情報共有化に向け、 率先してICT を活用するなどしつつ、 苦労や工夫と合わせた 「多忙」 の
様子も明らかとなった。 いつぽう、 それぞれの改善効果については、 「多忙」 ゆえに感覚的なと らえ方にと どまり、 取組
の有効性の検証 ・ 反省などには至っていない様子も明らかとなった。 今後の課題と して、 勤務時間の適正化に向けた実践
についての評価基準をより明確にすることを指摘した。 
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教員の多忙化解消は喫緊の課題である。 2013年の
OECD による国際教貝指導環境調査 (TALIS) において、
日本の教員の 1 週間当たりの勤務時間は参加国最長 ( 日
本53.9時間、 参加国平均38.3時間 ) であった。 神林
(2015a) はこのデータの比較分析から、 日本の教師が授
業以外のあらゆる業務に多 く の時間を割いているこ と
(周辺的職務の多さ) 、 さらには課外活動や生徒指導の長
さが業務満足度の低さにつながっているこ とを指摘して
いる。 児童生従 ・ 保護者の多様な課題への対応からく る
多忙 (感 ) は、 専門的なスキルの必要性のみならず、 業
務満足をも左右することが明らかになっている。 教員に
限らず、 社会全体の労働生産性向上も課題であり、 労働
時間を減らしながらいかに仕事を効率化するかという関
心から、 働き方改革実現会議は平成29年 3 月28 日に 「働
き方改革実行計画」 を決定し、 経営者や組織の管理職に
長時間労働の是正を求めている。
東京大学 (2007) をはじめ、 教員の業務についてはさ
まざまな調査が行われており、 教科指導、 生徒指導、 校
務分掌上の諸活動 ・ 事務、 学級担任としての各種学級業
務 ・ 事務、 さらに中学校では部活動指導などに加え、 近
年では地域や保護者対応なども加わり、 仕事が多 く かつ
幅広いことが知られている。 こう した現状の中で、 学校
管理職 (校長 ・ 教頭) は、 学校教育目標達成に向けた取
組に加え、 各種課題解決や学校行事を含む各種タイムマ
ネジメ ント を進めるほか、 ワーク ・ ライ フ ・ バラ ンスの
考えに立った教職員の意識改革の一方で、 教員としての
やりがいや使命感などを損なう ことなく指導する、 といっ
た幅広い役割が求められる。 
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多忙の時期的な変遷をまとめた神林 (2015b) は、 教
員勤務実態に関する調査結果の比較分析を通じて、 多忙
化の議論にみられる 「事務処理等の周辺的職務の量的負
担の増大」 が多忙化を招いたという より も、 むしろ 「教
員の本務である教育活動、 とりわけ課外活動の量的負担
の増大と多様化」 すなわち子どもと向き合う時間が長く
なったことが、多忙化を引き起こ している点を指摘する。 
これは、多忙化の解消について、 いわゆる 「本務」 にか
かる働き方について何らかの対策を施す必要があるこ と
を示唆している。 いわゆる周辺人材(サポートスタ ッフ) 
の活用については葉養ら (2013) が総合的な論点整理を
している一方で、神奈川県教育文化研究所(2016) のよ
うに活用場面等での課題を指摘する論考も現れている。 
また樋口 (2013) のように 「働き方」 「働かせ方」 への
政策的な関与を志向する論考もみられるが、 日常的な学
校マネジメ ント局面に近いところでの 「働き方」 「働か
せ方」 への関わりについては、 各論的な指摘は散見され
るものの、 十分な整理は行われていない。
そこで本稿では、 学校管理職のう ち、 より日常業務へ
の関与が強い教頭に注目する。 教頭には学校内の諸業務
が集中し、 処理の効率性が求められる一方で、 職員室に
代表される教員組織の把握が求められる。 したがって、
教頭が職員の業務改善に関与することは、 ある程度の効
果性が期待できる。 しかし一方では、 そう した仕事の性
質ゆえに教頭職の業務量 ・ 勤務時間が一番重いという結
果が、 これまでの調査からは報告されている。 またそう
した 「教頭は忙しい」 という状況が固定化し、 さらにマ
スコミ等を通じて認識が共有化されつつある状況は、 教
頭試験の受験者減少にもつながっており、 一部の教育委
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員会では、 管理職適格者の確保に加え、 これが学校マネ
ジメ ントの水準に危機感を抱いている。
そもそも教頭の忙しさの原因、 つまり多忙の原因を作
り出している業務内容とは何か。 その原因となるよう な
個人と組織の 「働き方」 について分析を行う とともに、
個人レベル ・ 組織レベルの業務改善について成果の検証
が求められつつある。 量的な調査 ・ 分析にもとづく多忙
解消の構造化と改善案提示については、 青木ら (2012) 
のよう に進捗がある一方で、 現場レベル(単位学校レベ
ル ・ 複数学校レベル ・ 教育委員会レベル) で 「働き方」
「働かせ方」 に接近するよう な多忙解消策の提案も求め
られる。 そこで、 現職であり、 かつ勤務歴が一定期間以
上ある教頭に対して聞き取り調査を実施し、 学校現場の
状況分析を行う とともに、多忙化解消に向けた取組の中
で効果のあった取り組みや、 実現可能な取り組みについ
て調べることと した。
学校での各種事務が集中する立場であり、 業務や各種
コ ミ ュニケーシ ョ ンにおいても職員組織の要となる(そ
れゆえに組織内でも最も多忙となる) 教頭から、 自身の
働き方の工夫や、学校現場の実態、業務改善に効果のあっ
た教員への指導 ・ 指示、 具体的な取組を聞き取ることで、
勤務時間の適正化に向けた実現可能な業務改善への取組
にむけた知見の整理を試みる。 
2 教頭への聞き取り調査について
多く の教頭は、 教諭や主幹教諭の勤務経験を経て教頭
職に昇任し、学校全体を見渡した業務にあたる。 立場上、
教頭は学校現場での業務内容、 教貝社会の勤務実態など、
多く のことを熟知しており、 それゆえに過去の各種調査
においても教頭の多忙が特に目立つ。 そこで以下では、
A市立小 ・ 中学校の小規模校(各学年が単学級) および
中規模校 (各学年が2 学級以上) に勤務する、 経験3 年
以上の教頭に対して聞き取り調査を行った (聞き取り調
査は、平成29年 2 月27日から3 月 3 日までの期間に実施
した)。 調査対象者の勤務校 (小 ・ 中学校および小規模
校 ・ 中規模校) の内訳は表 1 に示した。 
表1 聞き取り調査対象者 ( 3 年以上勤務の教頭職) の
勤務校
l 小 校l 十 E lフ 
小学 交l 3 ( 1 ) l 
r f 交 l 3 ( 1 ) l l 
言一 l 6 ( 2 ) l 
( ) 内女性
(1 ) 教頭への聞き取り調査
多く の教育委員会同様、A市でも、 校長、 教頭に対し
て、自身の勤務時間の適正化に向けた取組を行うことや、
教員に対しても定時退勤を促すよう に求めている。 さら
に校長は教頭に対して、 学校教育日標の達成に向けた取
組とあわせて、 業務改善に向けた個々の教職員への日常
的な指導 ・ 支援を求めている。 そこで、 学校の要と して
の活動が期待される教頭に対して、 近年指摘されること
の多い代表的な業務改善項目である 「会議時間の工夫」
「ノ ー残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デーの運用」
「行事のスケジュール管理」 「有給休暇の取得促進」 「校
内連携による業務サポート」 といった項日について、 現
状での取組状況と、 今後の取組予定について質問した 0 
以下、 表2 から表5 に聞き取り内容を整理しつつ、 具
体的な工夫について挙げる。 
①会議時間について
会議時間を設定するといった工夫については、 すべて
の教頭が取り組んでいる一方、 想定時間よりも会議時問
が長く なっている と感じている教頭は半数強にのぼっ
(表2 )。 
表 2 会議時間について
た
i時間の設定 時間 
「 感じていな い 
小学; l 交 6 2 
l キr学校 5 3 
言 l 十 11 5 
では、 会議時間が長いと感じている教頭は会議時間短
縮のためどのよう な工夫をしているのか、 再質問した結
果の回答は以下のよう になった 0 
一部からは 「具体的な手法はとれていないが、 会議開
始 ・ 終了時間の設定だけは守るよう に努めている」 「資
料の事前配付、 論点整理による会議時間縮減のルールづ
く りに努めている」 といった回答があったが、 これらは
効果の実感を伴っていない回答であった。
一方、 「これまでと同じ内容の議題については、 事前
に過去の資料を渡しておく」 といった工夫からは、 行事
ごとの紙フ ァイルや、 サーバ内のフ ォルダなどを探 し回
る時間が減っているよう に思う といった感想が得られた。 
また 「会議で何を決めたいのかを、 必ず事前に聞き取る」
ほか 「会議の方向性を決定してから、 趣旨とともに提案
させるよう にした」 といった工夫では、 それまで会議の
進行について教員間のルール化ができていなかったため、
提案者から 「どう しましよう」 といった発言が出ていた
が、 それがなく なったという。 さらに 「職貝会議をはじ
め、 協議が必要な会議の資料等のペーパーレス化に努め
る」 「決定事項等は校内ネッ ト ワーク上のフォルダに保
存し、 いつでも活用できるようにしている (紙媒体が必
要な教員は各自で印刷し、 個人保管する) 」 といった工
夫が挙げられた。 「職員会議での協議が必要な議題など、
次回の職員会議の協議内容の項目を必ず2週間前には、
校内グループウェ ア上に掲載する」 といった取り組みに
ついては、 「議題を初めて知つた」 や 「今日初めて議題
を見せられて (協議のための手持ち資料もなく) 、 すぐ
に話し合いをするのは無理」 といった教員の声がなく な
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り、 会議の本題にスムーズに入れるよう になった、 といっ
た効果が挙げられていた。 これらの取り組みについては、
少しずつではあるが、 会議時間が短く なっているこ とを
実感しているよう であったC
② 「ノ ー残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デ 」ー の運用
意図的に残業、 会議、 部活の発生しない日を作る、 と
いう取り組みは、 調査対象となったすべての学校で実施
されていた (表 3 )。 
表 3 ノ ー残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デーの
設置について
ノー残 iデー l ノー部活デー
施し 
、ない 
,l しl l 、る 
, 施しl l ,、る 
, 施し
、ない 
,
る
しノ
て
、 ノ、、- 
てし 
ノ
て
、
小学, r , o f 0 、父
中学校 o f 0 5
言十 o f 0 5
しかし、 ノ ー残業デー ・ ノ ー会議デー ・ ノ ー部活デー
の実施においても、 工夫によって効果を感じられるもの
とそう でないものが挙げられていた。
たとえば 「本校の定時退勤日は以前より水曜日と決め
られている。 また、 水曜日をノ ー部活デーと して定めて
おり、 退勤しやすく なるよう工夫している」 といった学
校もあったが、 実際には職員会議 ・ 学年会議 ・ 校内研修
などの会議を水曜日に行っているため、 必ずしも定時退
勤が全ての水曜日に行われている状況にはない、 との回
答があった。 また、 定時退動日と定めても、 どう しても
遅く まで残る教員には、 「来週は、 定時退勤日には、 早
く帰れるよう にしてく ださい。」 と付箋に記し、 該当教
員の机上にそっとおく よう にしている、 といった工夫も
あったが、 効果を実感するものとはなっていなかった。
いつぽうで、 「定時退動日の意識化を目的と して職員
室のボー ドやグループウェ アの予定表に明示する」 とい
う工夫については、 退勤時刻を早く するこ とにつながっ
ている実感が示され、 一定の効果の実感があるとともに、
完全実施するためには今後も工夫していく必要があると
の感想が得られた。 また 「会議が予定されていない水曜
日は、 朝から定時退勤を意識するよう に教職員に呼びか
け、 管理職も厳守するよう に努めている」 といった工夫
や、「会議がある水曜日には、 『遅く とも0 0 時には退勤
を。 0 時に閉めます』 と具体的に呼びかけ、 帰りやすい
ムー ドづ く りに努めている」 といった工夫においては、
勤務終了時刻をいきなり示すと抵抗感が出てく るため、
敢えてこのよう な時間設定をする、 といった実施上の工
夫がみられた。 
③学校行事のスケジュール管理と有給休暇の取得促進
学校行事のスケジュール管理については、 ほぼ半数の
学校で行われていたほか、 有給休暇の取得促進に向けた
取り組みは、 調査したすべての学校で取り組まれていた
(表4 )。 
表 4 学校行事のスケジュール管理と有給休暇の取得
促進について
スケジュール管
理 
取得 
「
小学; 交 l 3 0 
t 交 l 2 0 -J l 
言十 l 5 0 
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では、 学校行事のスケジュール管理と有給休暇の取得
促進について、 それぞれどのよう な工夫をしているのか
を問う たとこ ろ、 下記のよう な工夫が得られた。
ひとつは 「職員室の全職員が常に目にする場所に、A 
3 判用紙に 2 ケ月後までのスケジュール表を掲示し、 計
画的な業務を行う よう スケジュール管理に向けた意識化
をしている」 といった工夫や、 「会議等へ担当する事業
について、 学校全体の進行管理と照らし合わせながら、
提案する日程を担当者から聞き取り、 月別スケジュール
表に入れることで、 スケジュール調整を行う よう にして
いる」 といった工夫が回答されたが、 いずれも大きな効
果感をともなう ものではなかった。
また有給休暇については 「計画的ではないが教員の自
己都合によりある程度取得できている。 管理職は、 長期
休業中で有給休暇を取得できるよう に調整している」
「有給休暇を取得しても、 学校教員と しての生活が身に
ついているため、 平日に家庭的な理由による休暇以外に
特にすべきこ とがないので休日E は必要ないと感じている
員もいる」 「大きな行事がないときは、 比較的取得す
る教員もいる」 「教員は、 長期休業中に集中して有給休
暇を取得しており、 学級担任をしている教員は、 平日で
の取得は難しいよう に思う」 といつたよう に、 現状での
取得状況にそれほど問題意識を感じていない回答も日立っ
た。
いつぽう、 「スケジュール管理を日的と して、 前年度
実施したデータ フ ァイルのフ ォルダを担当者に事前に知
らせ、 事務の効率化を図っている」 や 「若い教員が担当
者になった場合は、 教頭と して前年度の担当者から同じ
よう に話を聞き、 年度当初の打合せにおいてできる限り
参加するよう にしている」 「過去の調査書類のデータを
まとめ、 月別にフォルダごとに整理し、 担当教員に事前
に参考にするよう促している」 といった、 準備の工夫に
は効果を感じる声があった。 また 「学級担任、 分掌業務
など何事にも効率的に取り組めている教員のタイムマネ
ジメ ントへの工夫や業務への取り組み方といった仕事の
流儀を、 職貝研修等で他の教員に紹介してもらう ように
している」 といった仕事法の共有も効果の実感が高い回
答が得られた。
有給休暇の取得促進については、 「中学校では、 定期
考査期間中に実施教科を調整することにより、 有給休暇
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を取得しやすく している」 や 「年間を通した調査書類の
時期、 大まかな項目について、 分掌担当教員の名前を入
れたスケジュール表を年度当初に配布し、 業務が集中す
る際は、 他の教員も含めた協力体制がとれるよう にして
いる」 という回答にあるよう に、 見通しを持った時期の
設定に効果を見出していた。 
④校内連携による業務サポート
校内連携体制を活用した業務サポートによる多忙解消
を調査したところ、 小学校では学年間でのサポート体制
を、 中学校では教科間でのサポート体制をとる傾向が見
られた (表 5 )。 
表 5 学年間、 教科間等の連携によるサポート体制の
強化促進について
三間 ・-t ーポートl :制 トポー ト J l , r , 
つ
る
て
小学校 l 4 
交 l 0 l 
言一 一 l 4 
では、 上記のよう なサポート体制の運用において、 そ
れぞれの教頭がどのよう な工夫をしているのかについて
質問をしたところ、 下記のよう な回答であった。 
まず 「中学校では、 学年単位での行事等が多いため、
学年間の連携はとれている」 「同教科間の打ち合わせや、
教材研究などは多 く行われている」 や 「小規模校が多い
市内なので、 同一学年の担任間で教材研究を行ったり社
会見学場所、 時期等の情報交換会を行ったりするように
するなど、 サポート体制が築かれている」 「担任間での
協議に時間がかかりすぎる場合は、 近隣の教頭間で相談
して決定を促すようにしている (その際、 教材への考え
方やスケジュールの組み方について少し指導助言する)」
といつたよう に、 現状の連携を肯定的に回答する者が目
立つたものの、 必ずしも大きな効果を持つものとは言い
切れないものであった。
これに対して、 「単学級校で2学年が関わる 『学年層』
と しての取組において、 『学年層』 の会議に率先して参
加し、 教頭と して他学年層との関わり を調整する」 「校
内研修として 『一人一研究授業』 を進める中で、研修担
当教員が児童の実態からかけ離れた 『遠大な日標』 を設
定したり、 教科指導で求めるポイ ント とは別の方向にこ
だわる授業を目指している場合において、 時間設定を考
えるよう指導、 助言する」 「職員室の学年間、 生徒指導
担当者間でのミニ研修会に率先して入り、 情報収集と指
導助言を常に行っている」 など、 研修や会議の場を用い
てサポート を活性化させている回答者は、 効果の実感を
高く持っていた。
また、 「中学校では、 学校規模によって、 同一教科の
教員が少ないため、 市内の共有フォルダを利用して、 教
材、 授業展開例などの共有化を図り、 互いの授業補助の
教材研究のサポート を行っている (管理職が同じ教科の
場合は、 質問や指導助言を求められることがある)」 や
「他校の研究会、 研修会に参加した教員には、 参加して
の資料や感想にと どまらず、 何が参考になったかを具体
的にまとめさせ、 共有フォルダに掲載するよう促し、 研
修内容の共有化を図る」 など、 情報共有を入り口とする
工夫がみられた。 また 「学級担任が出張等で不在の時は
率先して学級指導に入り、 教科指導を通して生徒指導上
における課題解決に努めている」 「小学校では、 学級間
で教科の単元ごと授業者の交換授業を促し、 他学級での
指導をとおして、 指導力の向上と学級経営の研究を促し
ている」 と、 授業を通じた組織開発や、 「若い教員と経
験豊富な教員とのコ ミ ュニケーシ ョ ンの橋渡しを行い、
若い教員とともに、 経験豊富な教員から教科指導のポイ
ントや生徒指導上において気を付けるこ となどを聞く よ
う にしている」 教頭が橋渡し役を買って出るケースでも、
効果の実感がみられた (、 
⑤その他の取り組み
これまでの①から④にあてはまらないよう な、 その他
の工夫についても聞き取り を行った。 以下、 得られた回
答を整理する。
管理職の声掛けを通じた周知と しては 「健康管理 (長
時間労働の弊害) とコスト感覚の意識づけに努めている」
や 「長時間労働による労災等の事例について日頃から話
題にしている」 といつたものがあった。 特に 「時間を守
るという ルールづく りについて、 話すよう にしている」
「管理職もプライベート タイ ムのあること を伝え帰宅す
るよう にしている」 「定時退勤日の意識づけのため、 公
私の区別、 勤務時間内と時間外の区別を明らかにするな
どの声掛けをしている」 など、 場面に応じた声掛けには
効果を感じる意見がみられた。 一方で 「時間外に 『まだ
帰れません、 仕事があります』 という発言が、 周囲を巻
き込んでいると気づかせたい」 とあるよう に、 職場内で
の発言 ・ 行動にかかる課題を指摘するものもあった。
また 「これまでの情報資産 (共有フォルダ) の活用で
文書作成等の準備時間を縮減するなど、ICTの活用によ
る事務処理量の縮減に努めている」 といった情報共有の
工夫のほか、 公開研究授業の準備に際して 「学習目標や
児童の実態より、自己の価値観や遠大な目標にこだわり、
指導案が定まらず遅く まで学校に残っている場合などに、
その都度指導する」 といった、 事務処理能力や指導力の
向上にも結びつく働きかけが例示されたほか、 「学校評
価を活用した行事の精選 ・ 見直しの中で 『行事を行う こ
と、 行わないこ とで期待される効果は何か』 『昨年通り
でよいのか』 を職貝会議などの公の場で明らかにしてい
く よう努める」 のように、 投入時間と効果を比較考量す
る視点を指摘し、 職貝に問う といった動きもみられた。
とはいえ、 現実的には 「定時退勤日を増加することは、
現在の業務の状況では困難である」 とし、 「週1 回の定
時退勤を徹底することの方が優先課題で」 といった声も
教頭によ る学校組織の多忙化対策
あり、 実効性ある働きかけに向け、 調整が求められてい
る現状が指摘できるだろう。
また、 教頭たちの考える今後の取り組みと しては、
「労力に見合う教育的効果についての検証」 や 「効率的
な仕事の進め方への正当な評価と して、 校長とともに人
事評価育成システムにおいて評価基準を明確にした面談
を行う よう にしたい」 といった評価や検証が挙げられて
いたほか、 「市内中学校校長会と して、 部活動活動時間
を定めることが大切」 「文部科学省も本格的に取り組み
を始めている中、 活動時間短縮に向けて、 市内共通の時
間設定 (絶対下校時刻など) を設けてはどうか(各校単
独では顧問の強い声 ・ 大きな声により時間設定が困難な
場面もあるため)」 という よう に、 共通基準を待望する
声もみられた。
同様に、 ノ ー部活デーや定時退勤日について、 「A市
校長会として定時退勤の日を定める」 という形で足並み
をそろえる大切さも指摘されていた。 現状は各校によっ
てノ ー部活デー、 定時退勤日にばらつきがあるが、 これ
は部の活動場所調整などの各校固有の事情があるためで
ある。 こう した中、 「働き方改革」 を追い風に、 校長会
と して日を定め、 実施率を公表してはどう か、 との声が
あった。 なお、 これについては、 「12月~ 2月 (願書提
出まで) の受験シーズンは、3 年生集団で定時退勤、 ノー
部活デー ・ ノ ー会議デーを実施するのが難しい」 との事
情も指摘されていたが、 「定期考査など比較的早く帰る
ことができる時、 声掛けをしている」 という代案では、
働き方の改善にはつながりにく いとも考えられよう。
なお、日先の業務時間に拘泥するのではなく、 生徒指
導関連については 「生徒指導上において問題となる事柄
は、 何より も最優先で考えている」 との声があるよう に、
生従指導上の問題の未然防止、 早期発見、 早期解決が生
徒指導事案の減少につながり、 勤務時間を安定的にコン
パクトにする、 という知見も無視できない。 
(2) 調査結果から見えてきたもの
このよう に、 教頭職を3 年以上経験している者への聞
き取り を行った結果、 いずれの教頭も、 勤務時間の適正
化に向けたさまざまな取り組みを行っていることが分かっ
た。 また、 教頭職に至るキャリアでの(教論職の) 経験
もあり、 学校の文化(組織文化) を理解した上で、 今ま
で教論職では気づかなかった業務改善の必要性を感じて
いる様子も明らかになった。 さらに言えば、 教育委員会
から求められる調査 ・ 提出資料の作成や、 教職員との関
係性など、 管理職になって具現化してく る苦労や工夫と
あわせた 「多忙」 の様子もうかがえた。 
しかしながら、 業務改善を目的に、 率先してICT を
活用して事務量を削減したり、 ペーパーレス化や、 ノ ー
残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デー等を試みるなど
の工夫がされる一方で、 それぞれの改善効果を感覚的な
ものと してしかとらえず、 取り組みの有効性を検証 ・ 反
省できていない様子も明らかとなった。
いつぽう、 聞き取りの中からは比較的効果を感じてい
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る取り組みの方法が明らかになったほか、 今後の工夫に
よって取り組みがより有効になるのではないかと思われ
る項目も見出された。 そこで、 そう した有効な働きかけ
を、 ①定時退勤日の創設 ・ 増加と教頭の役割、 ②年次有
給休暇の取得の促進、 ③学年間、 教科間等の連携による
担当者へのサポート体制の強化の3 つの項日に整理し、
具体的な取組内容を以下にま とめた c 
3 聞き取り調査のからみえる 「効果のある取組」
(1 ) 定時退勤日の創設・ 増加にむけて
学校規模、 地域を問わず、 児童生徒の状況や保護者や
社会からの要請が多様化 ・ 高度化する中で、 教職員の職
務が増加傾向にあることが示され、 教職員の勤務時間の
適正化は課題である。 そのため、 各都道府県教委、 市町
教委は、 動務時間の適正化に向けた取り組みとして、 管
理職には、 「ノ ー部活デー」 「ノ ー会議デー」 「ノ ー残業
デー」 等を設置し、 教職員の定時退勤に向けた取り組み
を行う よう求められている。 そのため、 各校では学校行
事の精選や成績処理の ICT化等を進めるなかで、 平日
に教材研究や教具の作成等や、 教職員が心身ともに健康
で、 児童生徒と向き合う時間を確保し、 教育活動がさら
に充実されるよう に努めている。 
しかしながら、 効率的に時間を確保しよう とする教職
員とそうでない教職貝の意識の差が依然とある。 多忙を
理由に 「書類作成や整理が面倒」 「忙しい ・ 時間がない」
と してその場をしのぐことで、 結果的に他の教員の負担
を大き く している教員もいる。 学校現場は個業化が認め
られた職場でもあるため、 間題意識と課題への自覚が、
徹底しにく い職場でもある。 定時退勤に向けた取り組み
と して、 以下のよう なこ とが効果的であるとわかった 0 
① 会議 ・ 打ち合わせのルール ・ 時間の設定
いじめ問題や生徒指導上の問題行動といった急を要す
る事案への対応や、 不登校 ・ 発達障害等への対応なども
含め、 教職員の共通理解を図るための会議 ・ 打合せは重
要である。 学校現場では、 定期的な会議 ・ 打合せと緊急
を要する会議等が両方存在する。 危機対応に向けた緊急
の会議が必要であることを想定して、普段から会議のルー
ルを身に着けておく のがよい。 そのため、 普段の会議に
おいても、 教職員には会議のルール化を身に着けさせ、
徹底することと、 会議等の時間設定を常に行う ことが効
果的と言える。 
ア 会議のルール化に向けて
会議等では、 管理職と して提案者が対象児童生徒の基
礎情報、 問題となっているこ と をメモしたペーパー(A 
4用紙 1 枚程度) を用意し、 何を話し合うのかを整理し
て提案することを求める。 配布資料によ り短時間で会議
目的を共通理解することができ、 何を話し合うのかを意
識付けすることができ、 スムーズに進むことにつながる。 
最初は、 管理職がルール説明も兼ねて資料を作成し、 提
案者となることが効果的である。 
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イ 会議等の時間設定
会議等の時間設定は、 常に開始時点で終了予定時間を
提示し、 会議内容の精選を図る。 管理職は提案者に任せ
きりにはせず、 必ず提案者が自信をもって提案できるよ
う に事前に調整をする。 また、 会議進行中に日的に意図
しない内容には逸れないよう、 管理職は進行のアシスト
を行う ことが肝要である。 
② 「ノ ー部活デー」 「ノー会議デー」 「ノ ー残業デー」
等に向けて
上記のよう な日を設定しても、 教職員すべてが守らな
く ては意味がない。 組織内に例外的な職員を設けないこ
とが求められるのである。 効果的なのは、 管理職自らが
「今日は何時に退勤する」 と全職員に伝えることである。 
また、 教頭がまだ学校に居るから残業等が認められる、
と誤解する教員も存在するため、 教頭自らも当然退勤時
間を守ることが求められるが、 職員に対して計画的な業
務へのかかわり を示すことが効果的である。
また、 近隣の学校との運用の違いを教職貝は意識しや
すいため、 近隣他校 (市内の小 ・ 中学校) で、 同時に
「ノー部活デー」 や 「ノー会議デー」 を実施し、「我が校
だけ」 という状況にしないことが効果的である。 そのた
めにも市町教委、 近隣他校との連携が望ましいと言えよ
、
つ o 
③ 定時退勤日 に向けた教職員の意識改革
「ノ ー残業デー」 を設定しても、 「帰りたいけど仕事
があり帰れない」 「0 0 先生は帰れるからいい」 といつ
たことを何の躊路いもなく話す教職員はどこにでもいる。
定時退勤日の意識化に向け、 管理職は職員室のボード
や各教員の Pc 端末のグループウェア上の予定表に定時
退勤日の予定日 ・ 退勤時間などを掲示している。 しかし、
そのよう な掲示では、 一定の効果は見られるものの、 依
然と して全教員の完全実施にはつながりにく い。 真面目
な教員である反面、 そう した長時間仕事に打ち込むこと
で、 「教員はかく あるべし」 という これまでの学校文化
なり風土 (イ メ ージ) がある。 そう した教員には、 「今
日は 0 時に学校を出られますか」 と さり気ない声かけを
行う勇気を管理職は持たなければならない。 個人で対応
する仕事と、 組織で対応する仕事、 グループで動く とい
う概念、役割を分担することの必要性などについて、 個々
の教職貝に前向きに改善するよう職場風土と声かけを教
職員に行い、 仕事への励まし、 支援を行い、 管理職も共
に考えて行動していることを伝えることが大切である。
また、 協働性を育むためにも、 どの教職員がどのよう
な校務に従事しているかを日々目配り し、 「一生懸命従
事しているよう に見える中でも、 そのことが他の教職員
に迷惑を掛けていないか」 を注意深く観察する眼と、 気
遺いが必要である。
こう した取り組みで最も気を付けるべきポイ ントは、
管理職と して年配教員、 若い教員、 また養護教論、 事務
職員などの一人職など、 すべての職種の教職員に対 して
公平 ・ 公正な一買した姿勢で臨むことであるc 
(2) 年次有給休暇の取得の促進
教頭の業務実態調査 ( 「学校現場における業務改善の
ためのガイ ドライ ン」(文部科学省2015) ) では、 「学校
教育日標の策定、 教育課題の編成」 をはじめ、 「出欠連
絡や保護者からの電話連絡への対応、 保護者への連絡」
「危機管理」 など、 教頭は学校内外への対応を求められ
ており、 これが多忙の背景となっているこ とが読み取れ
る。
こう した中で、 教頭自らが率先して年次有給の取得の
促進するためには、 業務に追われるのではなく 、 計画的
な業務の進め方をしなく てはならない。 以下のベテラ ン
教頭の業務の進め方を参考と して掲げる。 
① 学校の基礎情報をファイル化し整理する
学校外からの問い合わせや、 学校内外で生じる生徒指
導上の課題や周辺情報、 教職員の動静をは じめとする相
談や報告事など、 教頭にはさま ざまな情報が集まる。 
「学校のこ とは全て教頭に聞けばわかる」 と言われるほ
どであり、 そう した中で、 経験3 年以上のいわゆるベテ
ラ ン教頭は、 各種問い合わせ、 アンケート調査への回答
を求められることを想定し、 年度当初に勤務校の基礎情
報を収集し、 一冊のフ ァイルにまとめている。 そのフ ァ
イルがあることで、 急な調査や問い合わせに対しても慌
てるこ となく自信をもって回答している。
ここでいう学校基礎情報とは、 具体的には年度当初に
学校経営計画を作成する際に必要な学校情報をもとに、
児童生徒に関係する数値、 昨年度発出した各種法令的根
拠に基づく提出物、 また各種行事ごとの関係資料 (経費、
時期) をはじめ、 勤務校の調査回答や各種アンケートの
数値などのこ とで、 これらを整理し、 独自のフ ァイルを
作成する。 ファイルの整理方法には個人差があるが、 電
子データと紙媒体で整理し、 月 ・ 項日毎に分類する。 そ
して、 年間スケジュール(予想案 ) を作成することで、
管理職はゆとり を持って日々の業務に取り組むことがで
きるという。 個人の記憶や経験知も大切ではあるが、 こ
れまで実施してきた内容をファイルに記録し、 同じ内容
理解のもとでの業務の遂行は、 学校経営上における年間
を通した行事等へのスケジュール管理がされやすく、 個
人の生活設計上においても計画的な年次有給休暇の促進
につながる。 
② 学校内における指導体制、 会議 ・ 行事の進め方等の
ルール化の導入
教師間で情報を共有し、 互いの指導方法を理解する中
で互いの指導ポイ ント を共有化し、 助け合う職場づく り
を進めることは、 生徒指導体制の確立と安定した児童生
徒の学校生活のもとになるほか、 安定感のある保護者対
応にもつながる。 個々の教員は現場でそれぞれ熱心に取
り組んでいるものの、時として校内での指導体制へのルー
ル化が徹底していないため、 同じ事象に対して教師A 
教頭によ る学校組織の多忙化対策
と教師B で対応に商11齬がある (場合によっては全く反
対になる) ケースがある。 そう した教職員同士の指導方
法や取り組み方の相違を放置すれば、教職員間で小グルー
プがいく つもでき、 グループ間で争ったり理解が進まな
かったりするなどの不幸な対立を招く ケースもみられる。 
そこで、 学校全体に組織と しての一体感を高めるべく、
教頭は、 勤務校における児重生徒、 保護者への対応や、
各学級経営上、 各教科学習の基礎となるべき学習規律の
徹底についての部分まで、 年度当初の段階で教職員と徹
底したルールの共有を進めることが大切である。 個々に
任せる部分を作る一方で、 教職員全員が学校教育目標達
成に向け、 同じ方向を向けるよう にルール化し徹底し、
すりあわせを目的とするよう な無意味な会議 ・ 打ち合わ
せ等を減少させれば、 少なく とも時間的なゆとり を見い
だすこ とができ る。 また、 このこ とは、 個々の教職員
(特に経験の浅い教職員) の力量を高めるほか、 学校教
育目標達成に向けた指導にもゆとり を生むこ とになり、
さらに不必要な会議や小さな打ち合わせ時間を削減させ
ることができよう。 
③ 働く意識 ・ 学校文化 (風土) の変革 (スケジュール
管理の徹底)
学校現場では、 経験年数や年齢を経ることにより教職
員と しての力量を高め、 学級担任業務、 各種分掌業務な
ど何事にも効率的に取り組める魅力ある教職員がいる。 
そう した実践力のある教職員の 「秘訣」 を知り、 それを
職場に紹介することは教頭の大切な役割であり、OJT と
してこれを積み重ねることは学校全体の風土の変革にも
つながる。 加えて 「限られた時間の中で業務を終えるよ
う心がけ、 勤務時間外に及んで仕事を終えるのは望まし
く ない」 という新たな価値観を築く ためにも、 日ごろか
ら、 会議、 打合せ時間の設定、 退勤時間の設定などを伝
え、 仕事のやり方やペースを個人任せにしないことが大
切である。 勤務時間に対する意識改革をすすめ、 分掌責
任者と しての役割責任の在り方などに気づかせていく中
では、 教職員が主体的に意識改革の必要性に気づかせる
よう、 能力育成を図る視点が必要である。
また、 そのためには、 常に予告と事前打ち合わせ(方
向性の確認 ) 、 提出等の期日の通告を意らないこ とが大
切である。 計画的な仕事の進め方の指示及び進捗状況の
確認例と しては、 「0 0 が△月頃行われます。」 「どのよ
う に進めていきますか? 」 「こう進めるといいのではな
いでしようか。」 「0 0 の準備は順調に進んでいますか? 」
といった声かけが重要である。 また、 健康管理 (長時間
労働の弊害) とコスト感覚の意識付けなどを日頃から話
題と しておく こ と、 管理職もプライベート タイ ムがある
ことを知らせておく ことが必要である。
年間スケジュールに年次有給休暇週間を設定すること
も有効な取組の一つである。 ある中学校では、 定期テス
ト期間中に年次有給休暇が取得しやすいよう、 学年団や
同一教科で担当が交代しやすいよう、 テストの時間割な
どを意図的に作成しているほか、 別の小学校では、 学期
85 
内にある学校行事後に年次有給休暇週間を設定し、 平日
勤務での計画的な業務の進め方とあわせた計画的な年
有給休暇取得の促進を進めている。 
次
(3) 学年間、 教科間等の連携による担当者へのサポート
体制の強化
学年間、 教科間等での連携を可能とするためには、 各
学校では校内研修の一環として研究授業を実施し、授業
力の向上にもつながる取り組みが望ましい。 しかし、 中
学校などでは 「教科の壁」 とも言われるよう に専門性が
強調される。 そう した中で、 管理職は専門外の教科への
指導助言をどうするか、 同一教科担当者間の話し合いで
終えてもよいのかについて、 検討が求められる。 小学校
では各教員が全ての教科に携わっているとはいえ、 教科
の専門的な分野で考えたときには、 得意 ・ 不得意の分野
がある。 これを放置すれば、 研究深度や研修量の差など
から、教員の教科指導力には差が生じる。 各教科の授業
力を向上させるためにも、 必要に応じた支援体制が必要
である。 
① 管理職に求められる教科指導のポイ ント となる基礎
的な研修
上記のよう なケースでは、 教頭にも教科の専門性が間
われる場合がある。 校内授業研究が実施される場合など、
基礎的な知識や教科指導のポイ ントとなる事項、 児童生
徒のこれまでの学習を基にした考え方のほか、 実施しよ
、, ?とする教科指導内容に類似した授業案など、 あらかじ
めイ ンターネット を活用して検索をしておく など、 事前
に予備研修をしておく必要があろう。
また、 研究を担当した教員が語る専門分野の内容につ
いては、 予め理解をしておき、 内容の正誤が理解できる
状態でなければ、 責任ある立場と して自信をもった指導
助言に当たることができない。 近隣に該当する専門教科
の管理職がいる場合、 ア ドバイ スを受けるこ とも忘れて
はいけないだろう。 中学校などの場合では、 専門分野の
教員にある程度は任せられるにしても、 教頭と しても授
業日標や単元の内容を理解しておく ことが肝要である。
ここで最も大切なことは、 担当教員が 「遠大な目標」
にこだわり過ぎ、 教科等の指導において、 追求したい能
力や児童生徒の実態とは別の方向に向かう、 一種の 「悲
劇」 に陥っていないか、 助言することが大切である。 そ
のためには、 該当の単元で どのよう な学習内容を身につ
けるべきで、 それをどの児童生徒にも定着させる授業内
容になっているかを見極める、 教育者と しての眼も必要
となる。 普段から学習指導要領や使用教科書等に目を通
し、 各教員と年問指導計画の確認をしたり、進捗状況や
児童生徒の授業実態を聞き取り等で把握するなど、 教育
課程の管理を行わなく てはならない。 また、 検索等で得
た情報をもとに、 管理職が児重生徒役となって教科の専
門性に関して疑問に感じたことの解説を依頼することは、
教科の専門性を高める働きかけになる。 
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② OJT を用いた教科等への指導技術の向上
各学校では、授業研究を中心に指導技術の向上を目指
した多様な取り組みが行われている。 こう した環境では、
職員室の会話や、 普段何気ない指導の中に多 く のヒ ント
が隠れている。 教貝と しての経験年数にかかわらず、 若
いころからさまざまな方法で身につけた指導技術や、 こ
れまでの教員生活で得た経験、 研修の中から身に着けた
指導技術など、学校は初任者や経験年数の浅い教員にとっ
て指導技術の宝庫でもある。
しかし、 そう した指導技術について、 日々の忙しさの
もあり、 互いが率先して自己の授業工夫などを紹介しあ
う よう な場が設けられていない職場もある。 そこで、 教
員個々の指導技術の向上を求めて、 管理職が 「こんな指
導をすれば、 児童生徒の反応がよく、 学習効果が高まっ
た」 という短時間でのミニ研修を定期的に設定し、 教員
間のサポート意識の向上をめざすのもよい。 また、 教頭
自らが聞き役となって、 ベテラン教員に、 教科等の指導
技術について説明を求めるきっかけづく り を行う ことも
大切である。 こう した試みは、 個々の指導法の客観的な
分析につながって改善 ・ 発展を促し、 普段何気なく行っ
ている日常の授業実践に課題を見出し、 何が課題である
かを認識することで、 はじめて学年、 教科間の連携の強
化の必要性に気づく ことにつながり、 やがては指導法を
理解しあえる職場環境を意図的に作り上げていく ことと
なる。
また、 このミ ニ研修の目的は、 単なる紹介ではな く
「真似てみよう」 「今度試してみよう」 という思いを喚起
させたり、 「自分のやり方と少し違う な」 という気づき
を得るなど、 互いの指導技術に教員自身が日を向ける?
とに結びつく。 単なる真似では同じような指導効果や児
童生従の反応を得られないことに気づく ことができれば、
更なる教科研究や教材研究の必要性を感じるこ とにもつ
ながる。 個々の教貝の指導力向上は、 学校組織と しての
指導の質的向上につながり、 新たな学校文化 (風土) が
自然と出来上がることにもなる。 こう した試みを通じて
学校現場でのOJTが自然と構築されると、 生徒指導上
の課題も減少するであろう し、 学校生活の危機管理への
回避となるであろう と考える。 
③ 単元ごとの授業交換の勧め
さらに、 同じ教科の教員同士が担当する学年 ・ 学級の
授業を交換することができると、 普段慣れ親しんでいる
児童生徒との違いをきっかけに、 授業設計の組立て直し
や、 指導方法の工夫の必要性に気づく ことがある。
この取組では、 自分の担当時間外にTT と して授業補
助と して入るのではなく 、 授業単元を交換することによ
り、 指導技術の違いを日の当たりにし、 また、 学習成果
や指導技術力の違いに気づく など、 体験しないと理解で
きないこ とに気づかせるこ とが大切である。 また、 どの
授業でも重視すべきことと して、 児童生徒に 「何を考え
させたかったのか」 「何を身につけさせたかったのか」
「何を理解したのか」 といつたことについて、 共通理解
事項と して取り組めることは、 サポート体制の構築とあ
わせて力量向上の効果も有している。
上記のよう な工夫を通じて、 どの教員も、 どの教室で
も同じよう な指導ができるよう になれば、 相互にサポー
ト可能な力量が揃い、 学校全体と しても指導技術の向上
につながる。 普段からどの学年、 学級にも相互に携わる
ことができる力量を備え、誰もが学年間、教科間のサポー
トができるチームワークを育てるこ とにつながる。 そし
て、 こう した一連の取り組みは、 教員と して 「他の教員
の日線を想像する力」 や 「一年一年の短いスパンではな
く、今後の10年先、20年先を見据えた学校全体を見渡せ
る教員を創造する」 研修スタイルへの一歩でもある。 
4 まとめ
現代の学校において、 校長は学校教育日標の達成に向
け、PDCA のサイクルに基づいた教育課程の実施や各種
行事等のスケジュール管理、 教職員の服務管理 ・ 福利厚
生面の管理、 施設管理などを主な任務と し、多忙化が叫
ばれる中で、 より高いリ ーダーシップの発揮が求められ
ている。 こう した状況下において、 校長を補佐する立場
となる教頭に対して聞き取り調査を実施したところ、 教
職員の職務遂行における身近な上司と して、 教科指導へ
の支援や援助を行う教頭のほか、 分掌上の事務処理が効
率化できるよう、 手段や方法に関する支援や助言を行う
教頭など、 具体的な取り組みがみられた。
この聞き取りでは、多くの教員に共通することを前提
とする 「多忙化」 「多忙感」 とは別に、 個々の働き方
(の効率性) に起因する 「多忙感」 を自覚させ、 業務の
効率化を促すよう な取り組みについて注日した。 そのよ
う な個々の効率性に起因する 「多忙感」 を自覚させ、
「やるべきこ と」 と 「やらなく てもよいこ と」 などを区
別する意識の希薄な教員に向け、 そう した現状では多忙
を招く のが当然の結果である旨を知らよう とする教頭の
姿も、 一部では見出すことができたが、 今後さらにそう
した取り組みを充実させる余地は指摘できる。
そして、 こう した検討からは、多忙化の原因を検証し
ないまま 「多忙」 の一言で現状を肯定してしまうのでな
く、多忙を働き方によって解消する (できる/ すべき) 
ものと意識を喚起する必要があり、 教頭はその指導に当
たる立場にあるということが指摘できる。「多忙化」 「多
忙感」 が指摘される中、 今後の学校マネジメ ント を考え
るうえでも重要な部分と言える。 また、 市内の(少なく
とも近隣の) 数校で共通させるべき施策や、 もしく は教
育委員会で統一的に実施する施策など、 関係機関と連携
しながら広域的な施策を進めていく意識も必要であるこ
とが判明した。
また学校現場では、 何かに挑戦しよう と しても 「そん
な時間はない」 とか、 「これまでと同じやり方をしてい
るのが正しい」 といった固定観念の渦の中でそれが進ま
ず、 ただ多忙感を身にまとったなかで業務が遂行される
状況も見受けられた。 固定観念との比較考量で改善案の
是非を検討するため、 管理職は職員の 「投入する労力」
教頭によ る学校組織の多忙化対策
と 「教育的効果」 について検証ができるよう になる必要
性が指摘できる。
今回の調査で得られたよう な多忙化解消に向けた工夫
について、 そう した試行錯誤を行っている教頭に対して
は、 一種の明るい展望を感じるとともに、 効率的な仕事
の進め方を実践している教頭に対しても正当な評価が返
せるよう な工夫も必要である。 長時間勤務している教員
や教頭をそのまま 「有能な職員」 と してしまわず、 人事
評価育成システム等において、 勤務時間の適正化に向け
た実践についての評価基準を今後よ り明確にすべきであ
る、 という点も指摘しておきたい。 
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